
企業の利潤と経済政策の影響
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1 企業の利潤と市場均衡

1- 1 競争市場での採算概念と生産可能領域

1-2 企業の等利潤曲線

1-3 ㌧独占市場の均衡

1-4 寡占市場の均衡

1-5 独占的競争市場における二重性格

緒 言

完全競争市場の理論的前提は,市場の供給者と

需要者のすべてが,市場で決定される価格を所与

として行動するプライスティカーであり,いかな

る市場参加者も市場価格には何ら影響を及ぼしえ

ないことにある｡この完全競争市場という理念型

の反対側の極に単純独占市場があり,企業は市場

を独占し価格を支配している｡完全競争市場 と独

占市場との間に存在する中間領域は不完全競争市

場とよばれ,それはさらに独占的競争市場,寡占

市場,複占市場などに分摂されるのが 普 通 で あ

る｡この市場構造に対して,従来多くの研究がな

され,個々の市場の均衡分析に関して,種々の問

題が残されているにせよ,ほぼ煮詰った段階であ

るといえよう｡

市場の均衡分析がこのような段階にあるにもか

かわらず,従来の研究に若干の未開発領域が残さ

れているように思われる｡それは,一つには個別

的企業の均衡と全体的市場の均衡との問の統一的

関連性に関するものであり,他には,市場均衡に

及ぼす経済政策の影響に関するもの で あ る｡即

ち,従来の市場分析はあまりにもミクロ的側面か

ら考察されすぎ,市場全体としてのマクロ的側面

との関連性が希薄になってしまい,そのために市

場均衡に対するマクロ的経済政策の影響は分析対

象とはなりにくかったわけである｡

このような状態に鑑み,本論文においては,企

業の等利潤曲線,採算曲線,利子均衡曲線,生産

可能領域などの概念を援用することにより,個別
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2 経済政策と市場均衡

2-1 需要別造政策

2-2 課税率変更政策

2-3 利子率変更政策

2-4 賃金率変更政策

結 口

企業の均衡と全体の市場均衡の関連性において統

一的に追求し,さらにそれらの均衡に及ぼす経済

政策の影響について検討を試みた｡

1 企業の利潤と市場均衡

1-1 震亮争市場での採算概念と

生産可能領域

完全競争市場においては,すべての生産者は市

場で決定される価格を所与として行動し,個々の

生産者はその価格で売 りたいだけ売ることができ

る(1)｡即ち,従来の方法においては個別生産者の

需要の弾力性は無限大となっている｡しかし,現

実をかえ りみると,競争市場に近いといわれる農

産物の市場を例にとっても,市場価格で売 りたい

だけ売ることができるという理論的帰結を聞いた

ならば,農家はびっくりするだろう｡農家にとっ

て,現実に売 りたいだけ売ることができるのほ,

野菜のような競争的生産物ではなく,むしろ米や

麦のような政府公定価格の付いた生産物であると

答えるだろう｡

それでは,この理論と現実との乗離はどこから

生じるのであろうか｡明らかに因果関係の問題に

関係していると思われる｡従来の方法では,競争

価格は静的な需要と供給との均衡として市場にア

プリオリに与えられている｡従って,市場に比較

して十分小さい生産者は,静的均衡点を示す価格

で,売 りたいだけ売ることができる｡しかし,実

際には価格が先に決定され,それに向って生産物

を販売するわけではない｡因果関係はむしろ逆で
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あり,各生産者は価格をある程度予測しながら,

自分なりの利潤を計算して,ある一定量を市場に

供給している｡この個々の供給品は市場全体の供

給量と比較すると十分小さいので,個々の生産者

が価格を支配することはほとんど不可能である｡

総計として送 り出された生産物は市場でセリにか

けられ,そこでの需要と供給の力関係で価格が決

定される｡この時点で初めて生産者は市場の価格

を知り,自分の生産物がその価格で採算に合った

かどうかを評定するわけである(2)｡このように,

実際には生産者は市場価格を前提にして行動する

わけではなく,個々の生産物の総計がセリにかけ

られ,結果として価格が決定し,生産者は採算に

合ったかどうかを評定し,次の生産行動に移行す

るわけである｡この意味では,伝統的方法は因果

園係の誤謬におちいっているともいえよう｡

いま,市場における生産者の採算点を,短期的

にみてある価格以上では生産を続行し,それ以下

の価格では生産を断念するような分岐点を示すと

しよう｡従って,採算点は狭い意味では費用と収

入とが均衡する点と考えてよいが,広い意味では

費用-収入を示す点ではなく,その価格で生産者

が生産を続行する意志が有か否かを示 す点 であ

る｡

各生産者は生産物を出荷する際,それぞれ価格

をある程度予想し,採算点を設定して行動してい

る｡各生産者の採算点を数孟一価格平面上にモデ

ル的に示すと,
図1のようになる｡ここで,
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図1競争市場における個別生産者㈱,(C),(
臥

(D)の採算点

上方の半区間が,
個別生産者にとって採算が合う

所であり,
生産可能銀城である｡
各生産者により

採算点が異なるのは,
生産者の生産性にバラツキ

があるからで,この/
ミラツキは労働の質や益の差

輿
,
生産技術や設備の優劣,
土地の肥沃度の差異

などによって引きおこされるだろう｡
もちろん,
低価格で採質に合う図1の(Qのような生産者は他

の生産者に比較して競争力が強いといえる｡
さて,
競争力が強い脚こ各生産者の採算点を総

計して,
採算点の社会的集合がどのようになるか

を検討してみよう｡
価格が示強変数で生産量が示

量変数であることに注意して,
個々の生産者の採

算点を総計すると,
市場全体の採算点及び生産可

能的域はモデル的に図2のように表わすことがで

ql q2 q3 q4 q 5 q6 qT q3 q̀ q6 q

図2 競争市場における個別生産者(1)～(7)の採算点とその総計としての採算曲線
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きる｡市場全体では採算点の集合はLL′の軌 跡

をえが く曲線となり,これが市場での採算曲線で

あり,それ以上の領域が市場全休として看する生

産可能領域となる｡

たとえば,ある日市場に生産者(3)まで生産物を

供給したとすれば,その日市場は需要曲線DD′と

交わるE3点で均衡し,P8という価格が付 く｡ こ

の価格水準では,生産者(4)(5)(6)も採 算 に合 うか

ら,次の目は当然(6)の生産者ぐらいまで市 場 に

参加して くる｡供給量はq3からqOに大幅 に増 加

し,需要曲線との交点はE8点に移行し,価 格 は

P6まで下落する｡ところがP6の価格は生産者(4)

(5)(6)が採算に合わない水準であるから,その次の

日はそれ らの生産者は供給を休止する可能性が強

いだろう｡このようにLL′曲線とDD′曲線 の

交点E★を中JLhに,供給数量の変動 を伴 い なが

ら,価格も周期的に変動する｡各生産者が採算点

以上の利潤を要求しないと仮定すれば,E★ほ市

場の安定的均衡点となり,このまわ りで価格 は

周期的に変動するが,このような変動は従来よく

知られるくもの巣理論に対応する｡

従来の方法においては,供給曲線をぱくぜんと

したスケジュール的な生産意志力として捉 え た

が,採算曲線ほより現実的重みをもったものであ

ることに注意しよう｡とい うのは採算点が生産の

費用-収入を示す狭い意味に解釈すれば,生産者

の利潤や欠損が計量化されるからである｡先の例

で,P3という価格が成立する とき,(1)(2)(3)の生

産者にとって, 皿 が利潤として計上される｡

p6とい う価格では,逆に(4)(5)(6)の生産者はEj
という欠損をこうむる｡

このように,現実の競争的市場 では,供 給 数

量-セリ-市場価格とい う因果関係が成立し,市

場価格はある程度予測できるにせよ,各生産者は

いくらで売れるか前もってわからない｡株式市場

のように,情報のフイ-ドバックが速い場合,価

格が相当程度予測できる場合もあ り,自分の生産

物を現在の市場価格に近い価格で売れるかどうか

は市場の性格に依存する｡いずれにしても,生産

者は市場価格で売 りたいだけ売ることができると

いう従来の説明は,誤解を招きやす く,因果関係

の錯覚におちいっているといわざるをえない｡

競争的生産者がすべて採算点を分岐点として行

動すれば,図3に示すように,採算曲線 LoL′o

図3 競争市場における算曲線と需要曲線

と需要曲線DD′の交点Eが市場 の均 衡 点 とな

る,しかし,もしすべての生産者が採算点以上の利

潤がなければ生産行動をしないとすれば,その利

潤分だけ現実の採算曲線は上方にシフトするであ

ろう｡これを示すものがLIL′1曲線であ り,こ

のとき市場の均衡点はE′-と移行する｡E′点が

q,q2 q

図4 競争市場における採算曲線と需要
曲線の変化
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E点からどの程度乗離するかは,市場の利子率や

市場全般が有する利潤率に依存するであろう｡図

3より明らかなように,多くの生産者が採算点以

上の利潤を期待して行動するならば,対応する価

格はPからP′へと上昇し,生産数量はqからq′へ

と減少する傾向を生じる｡

今度は,市場の採算曲線が一定で,需要品が変

化する場合,価格がどのように変化するかを考え

てみよう｡図4において,需要量がDID′1曲線

からD2D2′曲線へと増大すると,価格 はPlか

らP2へと上昇し,生産数量もqlからq2-と増 加

する｡このように,需要曲線が変化したり採算曲

線が変化する際,価格や生産数品が変化するよう

すは,従来からよく知られている需要と供給にお

ける変化の法則と全く同様であるから,これ以上

論及しない｡

(註)

(1) 競争市場においては供給者を生産者とし､企業と

はしなかった｡というのは企業という語句には

競争的生産者のイメ-ジよりも,現代の産業を

代表する株式会社のようなイメージが強いから

である｡

(2) 厳密に言えは,生産において採算を考えること

自体完全競争市場の前提に抵触するだろ うOも

っとも,従来の完全競争の理念の中に内部矛盾

を含んでいるかもしれない｡

1-2 企業の等利潤曲線

性などに変化がないとすれば,生産物の出荷価格

と数量に依存する,という単純な命題から出発す

る｡即ち,企業の短期的生産体制の下では,企業

の利潤率は価格と数品の関数として表わすことが

できる,という常識的命題を採用する｡

利潤率卓を示強変数とし,ある生産物に対する

利潤率少は,企業が使用している総資本に対する

利潤 (または欠損)の比率

¢-÷ (1)

とする｡ここでTと52はそれぞれ利潤と総ff本を

示す示量変数である(3)0

前述の命題から,企業の利潤率は短期的には生

産数量qと価格Pの関数であるから,

¢- f(q,P) (2)

となり,少はq-P平面上の曲面で示され る｡こ

の曲面上において,等しい利潤率を示す曲線を等

利潤曲線と呼び,それはq-P平面上に射影 す る

ことができる｡簡単なそのような曲線 の例 とし

て,¢-0,¢-0.1,¢-0.2,¢ニー0.1の等

利潤曲線を図5に示す｡¢-0の等利潤曲線は,

q-P平面上における企業の黒字でも赤字 で もな

い点の軌跡であり,戦略的意味を除けば,それは

平均費用曲線と一致するだろう｡平均費用曲線の

形から,等利潤曲線は多くの場合図5のように右

下が りの曲線で表わされる｡

重化学工業に代表される現代の企業 の大部 分

は,競争市場的な生産者ではなく,ある程度の価

格支配力をもつ独占化した企業形態である｡この

ような企業においてほ,競争的な生産 者 と異 な

り,価格を規定する要素は主として生産 費に あ

る｡周知のように,企業の費用は固定費用と可変

費用に大別され,生産設備が巨大化するに伴い,

固定費用が増大する傾向がある｡企業行動におけ

る最も基本的前提は最大利潤の追求ということで

あり,各企業は将来の戦略的意味を含めて自己の

最大利潤を求めている｡

われわれは企業における利潤率を決定する因子

は,もし固定設備,要素費用,生産技術,労働生産

- 28-

数it_:,q

図5 企業の等利潤曲線の代表例



明らかに,等利潤曲線は無差別曲線と同じよう

な性格を有する｡第 1に,等利潤曲線は右上方-

行 くほ ど高い利潤率を与える｡第 2に,それらは

互に交わることがない｡第 3に,原点に対して凸

である｡ このように等利潤曲線は無差別曲線 と形

式的には類似しているにもかかわらず,それは可

測量であるとい う本質的差異を有する｡

利潤率 中はqとPの二変数関数であるか ら一 般

には図 6のような曲面で表わされる｡図5に示し

たq-P平面上の等利潤曲線は,ある一定 の 利 潤

率で曲面を水平に切 り,その切 り口をq-P平 面

に投影 したものである｡

q

図 6 利潤曲面と等利潤曲線

無数に存在する等利潤曲線のうちで,経済的に

みて2つの曲線が重要である｡一つは,¢-0を

示す等利潤曲線であ り,これはq-P平面上 に お

ける企業の損益分岐点の軌跡を示すから,採算曲

線と呼び,競争市場のときと同様少し広い意味で

用いる｡他は,iを市場の利子率とし¢-iとなる

等利潤曲線である｡この曲線は企業の利潤率が利

子率 と均衡する軌跡をq-P平面上に描いた も の

であ り,利子均衡曲線 と呼ぶことにする｡

図7より明らかなように,q-P平面は 3つ の

領域A′B′Cに区分される｡領域Aは採算曲線 の

下のところで,企業はこの領域では採算に合わな

q

図 7 採算曲線と利子均衡曲線により分
割される3領域

いから,現存の生産体制の下では存続できない｡

生産体制が不変とすれば,企業はその生産物市場

か ら撤退せざるをえない領域を意味するから,顔

域Aを退出領域 と呼ぼ う(4)0

領域Bは採算曲線 より上方であるが,利子均衡

曲線より下方にあ り,企業は損はしないが利子ほ

どにはもうからない状態を示す｡ この領域では企

業は生産を続行するだろうが,好んで生産を拡張

する気にはならないだろう｡とい うのは,企業に

は通常家臣や楼概など多 くの固定設備が存在して

いるから,利子ほどもうからないといって企業は

おいそれと市場から退出することはできない｡即

ち,退出障壁が存在するからである｡この傾向は

企業形態が高度化し固定設備が大きくな るに 伴

い,ますます強 くなるだろう｡もっとも,より高

い利潤率が見込める生産対象が存在するときは,

企業が市場から撤退することはあ りうるだろう｡

このように,領域Bでは多 くの場合,企業は撤退

もしないし拡張 もしないで現状にあまんずること

になるから,この領域を停滞領域 と呼ぶことにす

る｡

領域Cは利子均衡曲線の上方に位置し, この領

域では企業は生産により利子以上の利潤を得るわ

けであるから,企業は市場から撤退することはな
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く,むしろ生産を拡張しようとする力が働 くであ

ろう｡この領域でのみ企業の投資が誘起される可

能性があるから,この意味で領域Cを拡張領域と

呼ぼう｡

固定資本が多 く用いられている現代の企業にお

いては,退出障壁は相当高いから,多 くの場合採

算曲線以上の領域では,企業の生産が維持される

と考えてよい｡従って,各企業にとって¢-0以

上の領域すべてが生産可能領域となる｡

次に,企業間における等利潤曲線の形状の相違

と,企業体質の強弱について若干考察 してみ よ

う｡等利潤曲線は企業の平均費用曲線と対比され

るから,それらの問の形状はほぼ同形になるだろ

う｡固定設備がほとんどない場合- 小規模企業

形態にみられるが- ,等利潤曲線は図8の¢A

や¢D のように水平的曲線となるだろう｡逆に,

大きな固定設備を有する大規模企業形態において

は,等利潤曲線は ¢C のように左上方に急に立ち

上った曲線となる｡また,そられの中間に位置する

中規模企業の等利潤曲線は¢B のようになる｡こ

こで注目すべきことは,重化学工業の発展と共に

企業は大規模化し,独占度を強める傾向があるか

ら,産業が高度化するに伴い等利潤曲線¢Cのよ

うな形状になっていく｡従って,後の独占市場や

寡占市場の考察においては,典型的形 状 と して

¢C のような等利潤曲線が仮定される｡

q

図8 等利潤曲線の形状と企業体質の強弱

さらに,企業体質の強弱について調 べ てみ よ

う｡体質の強い企業とは,同一の生産物を他の企

業より低い価格で生産しても,高い利潤にありつ

けるという企業である｡一般には,等利潤曲線が

下方にある企業の体質が強いことになる｡ただ,

¢Aと¢Bと¢Cの間の企業体質は一概には比較で

きない｡生産数量の小さいところではA企業が有

利であり,逆に数量が大きいところではC企業が

有利となる｡D企業と比較するならば,D企業は

すべての数鼓の領域で,他の企業より等利潤曲線

が下方にあるから,図 8の中では最も強力な体質

であるといえる｡しかし,現実の生産体帥 こおい

ては,D企業のように固定費用がほとんどなく,

かつ安価に生産することは不可能である｡

(註)

(3) 詳しくは,拙著｢科学における人間的要素(Ⅰ)｣,

長野大学紀要約9号,昭和53年を参,R.liせよ｡

(4) もし採算曲線を平均公用曲線と一致させれば,

A銃域は必ずしも企業の操業中止を表わすもの

ではない.この場合,操業中止点は限界費用曲

線と平均可変費用曲線の交点で与えられる (今

井他編 ｢価格理論l｣,第4章,岩波告店,昭

和16年)｡

1-3 独占市場の均衡

等利潤曲線を援用して,単純供給独占企業にお

ける市場均衡を分析してみよう｡q-P平面上 に

右下が りの需要曲線を重ね合わせてみると,需要

_BL1.1の大きさに対応して,図9に示すように,3つ

の場合に大別される｡

第 1は需要曲線がDIDl′のよ うな場 合 で あ

り,需要曲線は退出領域のみに存在する｡もし企

業体質に変化なく¢Oと≠i曲線が不変にとどまる

とすれば,企業はこの生産物の市場から退出せざ

るをえない｡もちろん,長期的には設備,人員,

金利などの軽減により企業体質を強化 し,¢Oと

¢i曲線を原点側に近づけ,DD′曲線に交わるよ

うにして退出をくい止める方策は残されている｡

第2は,D2D2′曲線のように,企 業 は (q2,

P2)～ (q′2,P′2)の数量-価格の組合せの範囲

で,採算曲線¢Oの上方にあるが,利子均衡曲線
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図9 種々の需要曲線に対する独占企業
の均衡状態

¢i以下の状態にある場合であ る｡この範 囲 で

は,退出障壁も考慮すると,他により高い収益性

の投資口がなければ,生産は続行されるだろう｡

企業は高い等利潤曲線に接す る (q2■l,P2★)の

ようなところで生産することが得策である｡また,

このような状態におかれている企業は,長期的に

は体質強化により,¢Oや¢i曲線をできるだけ原

点側に近づけるよう努力するだろう｡

第 3は,D3D3′のように需要曲線の一部が¢i

曲線の上方に位置する場合である｡需 要 曲線 は

(q3,P3)～ (q′3,P′3)の範囲で拡張領域に あ

り,この範囲で企業は利子率を上回る収益率を有

するから,投資がおこる可能性が生じる｡もちろ

ん,企業は必ずしも投資行動をするとは 限 らな

い｡なぜならば,投資自体¢i曲線を変更す る こ

とを意味するから,その変更如何によっては利潤

率が低下するからである｡最も利潤率の高い組み

合せは,(q3★.P3★,)のような点にあり,もし現実

の生産点が (q3★,P3★)より左側 (P軸側)に あ

るならば,生産量を増加した方が有利であ り,右側

にある場合は,生産量を減少させた方が企業にと

って有利 となる｡

独占市場の価格均衡は,従来いわれているよう

に必らずLも一点に収束するわけではなく,均衡

はある範囲内で安定的に存在しうるようなゾ-ソ

均衡となるだろう｡もちろん,このような均衡は

競争市場でのセリを通じて行われるもの では な

く,流通枚樺と呼ばれる市場機能を通じて行われ

る｡この意味では,流通機構は独占市場の均衡 と

密接に関連しており,実際流通機構の解明なしに

は独占価格の分析はなしえないといっても過言で

はない(5)｡独占企業は流通経路を支配することに

より,価格と生産量の制抑が可能となる｡

独占企業は明らかに通常批判の対象となる利潤

を自ら意志によって生み 出す こ とが で き る｡

(q′3,Pa′)の ような生産点で生産すれ ば,安 い

価格の製品が多く利用されるけれど,独占企業は

この生産点を好まず, (q3★,P3★)のような よ り

高い価格の生産点を選好するだろう｡独占企業の

この種の生産行動は確かに社会的には好ましくな

いかもしれない｡従って,独占企業に対して何ら

かの社会的監視が必要であろう｡しかし,そのた

めには独占利潤は社会的にみてどこまで許さ1-Lる

かとい う経済外的な価値規準が必要 となる｡

さて,企業の等利潤曲線は不変として,需要が

変化する場合を考えてみよう｡景気好転期にみら

れるように,需要が図10のDIDl′からD2D2′へ
と増加する場合,DIDl′上でEl★に存在す る均

衡点はD2D2′曲線では E2-E2′の区域で均衡は

可能になる｡企業はより高い利潤曲線の上で生産

が可能 となるから,企業経営は好転する｡企業が

q

図10 独占企業の採算ゾーンにおける生
産点の選択行動
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短期的な最大利潤を追求するな らは,E2★の よ

うな生産点が選好され,このとき一般に価格は上

昇し数量も増加するから,需要増に対する価格と

生産数量の影響は競争市場のそれと拝似 してい

る｡

ところが,現実には企業は必ずしもE2★の点を

選好するとは限らない｡後に示すように,企業は

将来の需要量の予測により,単に短期的な視点だ

けでなく,長期的な戦略の下で生産するものであ

り,その戦略にかなっていれば,E2fIや E2Lの

ような生産点も選好されうる｡需要 曲線が DI

Dl′からD2D2′-移行する際,E2Hの点が戦 略

的に有利であるとすれば価格は大幅に上昇し生産

量は減少するかもしれない｡E2Lのような 点が

有利であるとすれば,生産点がが El★からE2L

に移動することにより,価格は下落し生産量は大

幅に増加するかもしれない｡前者は一般に価格指

向,後者は数量指向といわれている現象である｡

このように,独占均衡においては,需要品が変化

するとき,競争的市場と異なり,価格や生産鼠に

与える影響は一概には論じられない複雑な面を宥

する｡

われわれの分析と図11に示す従来のクールノー

の分析との差は明らかである｡従来の分析では限

界費用 (MC)-限界収入 (MR)の条件で成立

する最大利潤点 Eが,独占均衡を示す唯一 の生

産点であった｡われわれの場合は,様々の生産戦

略の下では,企業は必ずしも利潤極大という硬直

的生産をしているのではなく,長期的戦略を含め

た弾力的な生産を遂行している｡クールノーの分

析はわれわれの分析の特殊な場合であり,われわ

れのいう独占利潤は図11の斜線分部を意味 しな

い(6)｡現実の独占均衡の分析に対してほ,ゾーン

均衡を用いるべきであり,このゾーン均衡の概念

なしには,独占企業群から生れる経済 の諸現 象

(たとえばスタグフt/-ショソ)を償明すること

は不可能であろう｡

それではなぜ企業は図10のE2★あるいは 図11

のE点のような最大利潤点を選好しない のかを

検討しよう｡この理由として,第1に経済外的要

因,第2に経済内的要因があげられる｡

第 1の要因として代表的なものとして,たとえ

ば消費者団体や政府からの価格抑制の圧力があげ

られる｡このような企業に対する圧力は企業の社

会的責任を主張する世論によって一層強められる

かもしれない｡このような状況を仮定すれば,企

業は図10のE2★よ りE2Lのような生産点を選好

せざるをえないだろう｡

第2の要因は,経済的環境 と企業自体の戦略か

らくるものである｡経済が成長し,生産が持続的

に拡大していく状態であれは,企業にとっては長

期的には設備の拡大を計ったほ うが有利となる｡

生産設備の拡大により,採算曲線 は 図12の ¢1

¢1′から¢2¢2′-と移行 し,企業 に とっては

q.

図11限界費用-限界収入で決定された独占均衡
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図12 採算曲線の長期的変動と,企業の
生産点の移動



ElよりE2さらにはE3のような生産点を選好す

る方が有利となる｡かくして,経済が長期的に発

展してい くときには,需要量が増大しても価格は

上昇しないような状況が可能となる｡実際,わが

国の高度成長期において,このような状態が主力

産業を中心に出現し,このために国際競争力も著

しく強化されたのである｡

高度成長期をすぎ,経済環境が悪化し,需要量

の拡大が停止するようになると,企業は E3より

もむしろE2やElのような生産点が選好されるか

もしれない｡企業にとって,生産量の拡大を計る

よりもむしろ価格の上昇により利潤を確保した方

が有利 となる｡このような企業の価格指向は,高

度成長期の末期に産業社会が経験する一般的なも

のであ り,スタグフレーションと呼ばれる現象の

本質を形成する｡スタグフレ-ショソは独占的巨

大企業に代表される高度資本主義社会の末期軒こ必

然的内在される病根である(7)｡

(註)

(5) 拙著 ｢市場均衡と流通掛算に関する若干の基礎

的検討｣,長野大学紀要第9号,昭和54年｡

(6) 従来の独占利潤の分析においては,利子率が全

く考慮されていない｡即ち,図11からもわかる

ように,平均費用以上で得られる利潤は独占利

潤とされる｡しかし,利子率までの利潤は,独

占企業といえども不当ではないだろう｡この意

味で,現実の問題としては,利子均衡曲線以上

で得られる利潤を独占利潤 とすべきであろう｡

(7)先進国のスタグフレーションに関する最近 の解

説の一つとして,川合一郎 ｢エコノミスト｣56

巻,第1号,P82,昭和53年,をあげてお く｡

1-4 寡占市場の均衡

市場での企業数が少なくなり,それらの問でお

互いに競争相手の行動を推測しあうような相互依

存関係が生じる寡占市場の分析は,従来から最 も

むづかしい分野であ り,単純なモデルではその市

場様式を十分表現できない｡というのは,企業間

の相互依存とい うことはまことに不確実な世界で

あ り,この世界を明快に説明するような理論を構

築することはきわめて困難となるからである｡

ここでは,企業の個別的採算曲線とその総和と

しての社会的採算曲線の概念を援用して,寡占市

場の均衡を分析してみよう｡議論を簡単にするた

めに, 3つの企業がある同一の生産物をすべて生

産しているものとする｡もちろん,ここで用いら

れる手法は原則的には3社以上にも拡張適用する

ことができる｡

いま, 3つの企業を生産設備の小さい順になら

べ,それぞれ(1)(2)(3)社とする｡前述したように,

生産設備が大きいほど固定費用が多くなる反面,

可変費用が少しですむから,各企業の採算曲線は

図13のようになる｡ここで,それぞれの企業の生

産可能領域は E≡ヨ の部分である｡

3企業がこのような採算曲線をもってい る場

令,その総計としての社会的採算曲線は,示量変

数である生産量を合計することによりえられる｡

このようにして作られた市場全体の採算曲線と生

産可能領域を図13の右端に示す｡いま,市場の需

要をA,B,B′,C,Dとい う典型的な点 で仮 想 的

に表わし,この市場全体の需要点と個別企業の需

要との間の関連を検討してみよう｡

まず,需要点Aを想定するとき,この需要に対

する価格と数量においては,企業(3)は生産活動に

参加しえない｡とい うのは,企業(3)にとってほ,

この需要点では生産可能領域に入りえないからで

ある｡A点で生産が可能なのは,企業(1)か企業(2)

の比較的生産規模の小さいところである｡このよ

うに価格が高く需要量が小さいところでは,生産

規模の小さい企業が有利であり,図のAlとい う

ような点ですべての需要量Aを企業(1)が引き受け

るかもしれない｡もちろん,企業(2)が生産に進出

する可能性もあ り,そ うなれば企業(1)は生産を縮

少または撤退しなければならないだろう｡

次に,需要点Bを想定すれば,この点は生産数

量が大きく,企業(1)に Bl,企業(2)に B2,企 業 (3)

に B3というような生産が可能となる｡もしこの

ような状態が実現すれば, 3つの企業はお互に共

存できる｡もちろん,B-Bl+B2+B3とい う

関係が成立つ｡しかし,価格が不変で,需要量が

BからB′-と減少すれば,3つの企業の共存 関

係は成立しない｡なぜならば,B′では3つ の企
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図13 寡占市場における個別企業の採算曲線とその合計としての採算曲線と生産可能領域

業の採算曲線の数量を総計しても,B′の数量 に

は満たないから,必らずどこかの企業は生産可能

領域外となってしまうからである｡

需要点がCの状態にあるとすれ ば,今 度 は 企

莱(1)にとってはこの価格水準では採算に合う領域

は存在しないから,企業(1)は市場から退出せざる

をえない｡生産は企業(2)と企業(3)によ って行わ

れ,C-C2+C3となる｡C点では,(2)か(3)の一

つの企業のみで生産するには数量が大きすぎ,必

らず(2)と(3)との共存により生産は行われることに

注意しよう｡

D点に需要点が存在すると想定すると,この価

格 と数量では企業(3)だけが生産可能 で あ り,企

莱(1)と(2)は市場から退出せざるをえない｡このよ

うな需要状態の出現は,企業(3)による独占的生産

-の移行を意味する｡従って,もし企業(3)が競争

相手(1)と(2)を打ち負かすためには,生産点をDの

ような領域 S3に移行させる戦略を立てることで

ある｡

同様に,企業(1)にとって最も有利な戦略領域は

Slであ り,この領域内に需点点をもち込めば企

莱(1)のみが生産可能である｡企業(2)にとっての戦

略領域は S2であ り,この筒域では企業(2)のみが

生産可能となる｡

このように,寡占市場においては,各企業の生

産可能領域と市場全体の生産可能領域が q-P平

面上でどのような形状にあるか,また需要点がど

こに設定されるかによって,各企業の生産可能性

は決定され,また企業が共存できるか否かが決っ

てくる｡一般的には,価格が高く生産品が小さい

ときは,小規模企業が有利となり,逆に価格が低

く生産品が大きいところでは,大規模企業が有利

となる｡この意味で,寡占市場で需要量 が増 大

し,価格競争が激烈になれば,小規模企業は敗退

せざるをえない状況が生ずるのである｡

ここでの分析では各企業の採算曲線を不変とし

て議論したが,もちろん長期的には各企業は将来

の需要予測に立脚して生産設備を調整するであろ

うoこのような行動を含めると,寡占市場の分析

は一層複雑になるが,本質的には上述した分析方

法が拡大適用される｡

1-5 独占的競争市場における二重性格

独占的競争市場は比較的多数の生産主体が存在

し,実質的または想象上の特殊化した製品を主と

して生産,販売しているような状態をい う｡この

市場では,普通製品の特殊化ということにより部

- 34-



分的に独占を看することが強調されるが,小売業

のように同一の製品を扱っているような場合もあ

り,製品の特殊化は必ずしも独占的競争市場の必

要条件ではない｡

ここでは独占的競争市場とは市場に比較的多数

の生産主体が存在し,それらの主体がいくぷんな

りと価格に対する支配力を有する場合をいう｡

独占的競争市場に対して,チェンバリンの先駆

的業績が光っており,その後の研究とあいまって

独占的競争市場に対する分析方法は,種々の問題

があるにしても,一応確立された段階であるとい

える(8)0
ここではもちろん従来の方法を検討するわけで

はなく,前節で導入した採算曲線の概念を援用し

て,独占的競争市場が有するある種の二重 性格

- 寡占的性格と競争的性格- についてのみ若

干考察する｡

独占的競争市場を具体的な例として,よくいわ

れるように小売業,スーパ-,レストラ1/,ホテ

ル,タバコ星,土木建設業などであろう｡これら

の企業はレストランやホテルなどのように,製品

の特殊化が行われている場合もあるし,小売店や

タバコ臣のように特殊化が行われてない場合もあ

るから,前述したように製品の特殊化は独占的競

争市場の必要条件ではない｡それでは独占的競争

市場が看する価格支配力は何に依拠するのであろ

うか｡明らかにこの種の価格支配力は地域的なも

のと密接に関連した,いわゆる地域独占と呼ばれ

る形態である｡地域独占に関する研究は,経済立

地論と関係してかなり詳しい研究があり,この問

題を正面から取 り扱うことは本研究の範囲外であ

る(9)0

独占的競争市場が地域独占の主たる形態である

とすれば,独占的競争が有する第 1の性格は,全

市場での見地から眺めた競争的市場としてのもの

と,第2の性格は市場を地域でみた場合の寡占的

市場としてのもの,という二重性格である｡この

ことをわかりやすく図示すると図14の よ うに な

る｡図14において,市場に分散する企業は,全体

とすれば市場に比較して小さいものであり,かつ

図14 独占的競争市場の2側面

(A)全体としての完全競争的性格
(B)部分的地域としての寡占的性格
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比較的多数存在するから,市場全体としての生産

可能領域は紬に示すように競争市場に近い形態と

なるだろう｡しかし,地域的見地からみた場合,

全市場から眺めた場合とは市場の性格は失ってく

る｡われわれがタバコを買いに行くときほ,必ず

といっていいはど一番近いタ/ミコ星で買うし,ま

たちょっとした小物を買う際は,ほとんど最寄の

小売店で買うであろう｡もちろん,遠くのタ′ミコ

星や小売店に買いに行く人もいるだろう｡この傾

向は製品の特殊化と伴に強化されるだろう｡しか

し,大多数の人々の日常的経済活動は地域的なも

のである｡このように,ある地域を中心 と考える

と,㈱に示すように寡占的性格を有する｡

独占的競争市場は全体的に眺めれば,競争市場

的性格を有するが,地域的見地からすると寡占市

場的性格を看するものであり,これが独占的競争

市場の特徴ともいえる｡独占的競争市場を分析す

る際は,この二重性格に注意して,市場全体とし

て考察するときは競争市場の手法を,局地的に取

り扱う場合は寡占市場の手法を用いるべきであろ

う｡もちろん,どちらかを選ぶかは研究対象と目

的などの性格に依存し,分析者が問題の本質を見

抜いて決めるべきものである｡

(読)

(8) E.H.Ctlamberlin''TheTheoryofMonop-

olisticCompetition"8thed.,HarvardUni-

versityPress,1962(青山秀夫訳｢独占的競争の

理論｣至誠堂,昭和41年)や J.ち.Bain''lndu-

stria1Organization"2TLded.,1968(宮 沢健

一監訳 ｢産業組織論｣上･下,丸善,昭和15年)

などを参照せよ｡

(9)地域独占の研究は,経済立地論と関連 してレッ

シュ,グリ--ット,7イサードらの研究が有

名であり,とくにレッシュの蜂房的市場構造の

理論がよく知られている (宮坂正治,山崎匡毅

｢不完全競争市場と工業立地- 蜂房構造の立

地図法を援用して- ｣,信州大学繊維学部紀

要,NolO,Pl,昭和42年)0

2 経済政策と市場均衡

2-1 需要創造政策

企業の等利潤曲線が短期的には不変できると仮

定し,企業に対する需要創造政策がどのような影

響を与えるかを分析してみよう｡いま,需要創造

政策によりある個別企業に△gだけの需要効黒が

生じるとしよう｡図15に示すように,たとえば最

初需要曲線dd′が需要創造△gによりd+△g曲線

へ とシフトしてい く｡dd′曲線は停 滞 領域 に あ

り,利子均衡曲線¢tか′と接することがで きな

い需要状態にあるから,この状態では企業は投資

をした り雇用を拡大することは望め ない｡ む し

ろ,このような状態が続 くならば,企業は労働者

の解雇などの合理化により企業体質を酎 ヒせざる

をえなくなるだろう｡

＼ q

図15 企業の採算曲線と需要創造

需要創造政策により,需要曲線 がd十△gへと

移行する結果,企業はより高い等利潤曲線におい

て生産が可能となり,企業経営は好転する｡図15

のように,利子均衡曲線と交わるぐらい需要が増

加すれば,企業の利潤率は利子率を超 過 す るか

ら,投資意欲も高まり,それに伴い労働者の雇用

も誘起されるであろう｡多くの場合,企業におけ
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る生産点はE★からE★g- と移行するから,価格

は上昇し生産数量も増加する傾向が生 じ るが,

1-3節で詳しく論じたように,価格や数量はそ

のようにならないかもしれない｡この点はともか

く,需要創造政策は明らかに企業に高い利潤をう

るおし,投資を誘起し雇用に対しても好影 響 を

与える｡このような市場均衡分析の観点からも,

ケイソズが主張する需要創造政策は,景気や雇用

にとって極めて有力な武器であることは疑 う余地

がない｡

2-2 課税率変更政策

法人税や所得税などの税率を変更することによ

り,企業の等利潤曲線や需要 (民間需要)曲線は

変化す るであろうから,その影響を明らかにしな

ければならない｡いま,税率を引き上げるとし,

企業の採算曲線と需要曲線の変化を典型的に示し

たものが図16に示す｡法人税率の引き上げは企業

の採算を悪化させるから,採算曲線は ¢o¢o′か

ら ¢1¢1′の方向に移動する｡また,家計に対す

る課税強化は,家計の可処分所得を減少させ,氏

間需要は減少するから,個別需要曲線も一般には

dodo′からdldl′-と移行するだろ う｡明 らか

に企業にとって採算が悪 くなり,このことは課税

率の引き上げは景気を抑える働きをする｡

P

q

図16 税率引き上げに伴う採算曲線と需
要曲線変化

この政策で物価をおし上げるかおし下げるかと

いうことは一概に論じることはできないが,恐ら

く1-3節で述べたように,等利潤曲線のどの点

で生産していたかに依存する｡もし企業がEHの

ような価格指向型の生産をしていたとすれば,税

率の引き上げにより,EHからE★-と移動す る

可能性が強いから,物価を抑制する傾向が生ずる

であろう｡逆に,もしELのような数量指向型 の

生産点にあったとすれば,税率の引き上げにより

ELからE★へ移行する可能性が強いか ら,価 格

は上昇する効果を及ぼすであろう｡さらに一般論

を述べるならば,税率の引き上げによる物価-の

影響は,企業のコス ト上昇によるプラス の効 果

と,需要域に伴 うマイナスの効果とのかね合によ

って決まってくる｡

一万,税率を下げる政策では,企業の採算曲線

は原点側に移動し,民間需要は右上方に移動する

から,企業の利潤は高くなり,従って景気を刺激

する効果がある｡

家計に与える効果として,税率変更政策が景気

の刺激策ないしは抑制策に有効であるか ど うか

は,単に税率変更幅だけでなく,その変更が実際

の需要量にどの程度影響するかにも依存する｡即

ち,家計の消費性向に大きく影響される｡たとえ

ば,アメリカのように消費性向 の高 い 国 (92-

93%)では,減税による可処分所得の増大は民間

需要を大いに増加させ,企業の利潤率を高めるか

ら,景気浮揚策にはかなり有効で あ ろ う｡しか

し,日本のように,消費性向の低い国 (75-80%)

では,減税の効果は景気刺激策にはさほど有効で

はないだろう｡従って,景気浮揚策 として減税政

策を実行する場合,その需要へ及ぼす効果をあら

かじめ推計する必要がある｡日本のような消費性

向の低い国では,減税による民間部問の需要創造

政策よりも,ケインズ流の公共支出の増大による

需要創造政策の方が,景気浮揚策としては優れて

いるであろう｡

2-3 利子率変更政策

企業と家計の財務内容を比較すると,一般に企

業は慢性的借金体質 (赤字体質)であり,家計は

貯蓄体質 (黒字体質)であるのが普通である｡も
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ちろん,すべての企業が赤字体質ではなく,すべ

て自己資本で無借金という企業もある｡同様に,

大きな借金をかかえた家計も多くあるだろう｡し

かし,一国の企業や家計を統計的見地から眺める

ならば,企業は赤字体質であり家計は黒字体質で

あることは疑いを入れない事実である｡ただ,企

業がどの程度赤字体質で,家計がどの程度黒字体

質であるかは,それぞれの経済事情により大きく

異なるであろう｡よく知られているように,欧米

の企業では自己資本率が高いが,わが国の企業で

は自己資本率は約20%で,その他は金融機関から

の借金である｡それに対して,わが国の家計の貯

蓄は1世帯当り,平均400万円程度と推計 され,

約1年分の収入を貯蓄 として保有している勘定と

なる｡企業が赤字体質で家計が黒字体質という経

済状態を前提として,利子率変更政策の影響を調

べてみよう｡

利子率の下落は借金をかかえている企業の負担

を少なくするから,企業の採算曲線は原点側にシ

フトする｡一方,貯蓄をかかえている家計は,刺

子収入が減少し可処分所得が減少するから,需要

曲線は下方にシフ トするだろう｡しかし,この家

計に対する効果は,利子率の下落に伴 う消費性向

の増大によって打ち消されるかもしれないから,

利子率変更の影響はこの相反する二つの効果のか

ね合いに依存しており,一概に論ずることはでき

ない｡従って,ここでは需要に対する利子率の影

響を不変と仮定して,議論を進める｡この仮定は

利子率の変更が企業に与える影響と比較して,家

計に与える影響の方が軽敬であることからも正当

化される｡なぜならば,企業の借金の絶対宅封土家

計の貯蓄額に比較してケタ外れに大きく,そのた

めにちょっとした利子率変更でも企業の影響はは

るかに大きいからである｡

このような条件の下では,利子率の下落は図17

より明らかなように,採算 曲線 を ¢o¢o′か ら

¢1¢1′へと移行させ,そのために景気を刺激 す

る効果がある｡この効果はもちろん企業の自己資

本率が高い欧米の場合より,自己資本率が低いわ

が国の場合の方がより大きいといえる｡従って,

利子率変更政策が景気刺激策としてどの程度有効

であるかは,家計に対する需要 (もっと広くとれ

ば投資需要も含めるべきであるが)を別 にす れ

q

利子率の引き下げに伴う企業の採
算曲線の変化

ば,主として企業がどの程度借金体質であるか,

さらにそれが及ぼす心理的効果の大小に依存する

だろう｡利子率の下落が与える価格-の影響は,

前節で述べたように,主として企業がどの生産点

を選好するかに依存する｡

以上,利子率の変更に伴う企業の採算曲線の変

動を中心として論じたが,利子率の変更の影響は

そればかりではなく,もう一つの重要な影響があ

る｡それは利子率の変動に伴 う企業の利子均衡曲

線の変動である｡もし,当該企業が無借金である

にしても,利子均衡曲線の変動により,利子率変

更政策は景気に確実に影響を与える｡

利子率が下落する場合を考えると,利子均衡曲

線は原点側にシフトするであろう｡個別需要曲線

が不変であるとすれば,利子均衡曲線が原点側に

シフトしたことにより,企業の拡張韻域がより拡

大するから,企業の収益率が利子率を超える可能

性が大きくなる｡ケインズが示したように,この

ILbJからも利子率の下落は投資を誘発する傾向を生

じ,景気を刺激する効果がある｡

このように,利子率の引き下げ策は,二重の意

味で景気を刺激する効果がある｡逆に,利子率の

引き上げ策は,企業の収益性を悪化させ,景気を

抑える効果があることはいうまでもない｡
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2-4 賃金率変更政策

景気や雇用に対する賃金率変更政策は,従来か

ら多くの議論の対象 となってきた｡なかでも雇用

問題に関して,ピグーによる賃金政策 とケインズ

による需要政策の論争はあ ま りに も有 名 で あ

る色吟｡

賃金を引き下げる場合,賃金は企業にとってコ

ス トの主要部分であるから,賃金の切 り下げは企

業の採算曲線を原点側におし下げる｡もし賃金切

り下げによっても需要曲線が不変であ る とす れ

ば,企業の利潤が上昇し,ピグ-の主張するよう

に雇用には好都合な影響を与えるだろう｡即ち,

賃金を企業のコス トとい う観点だ け か らは,ど

グーの主張は正当であるかもしれない.しかし,

賃金の引き下げが家計部門の需要に与える反作用

を考慮するとき,ピグーの主張は効力を失 う｡ケ

インズが主張するように,賃金の切 り下げは家計

の可処分所得を減少 させ,有効需要が綿少し,こ

の需要の縮少の影響が企業のコス ト減からくる採

算性の好転の効果を打ち消しても余 りあるかもし

れない｡このようすを 図18に示 す｡¢o¢o′,do

do′は 賃金率変更以前の企業の採算曲線と需要 曲

線をそれぞれ示してお り,¢1¢1′,dldl′ほそ

れぞれ賃金を切 り下げた場合の採算曲線と需要曲

q

図18 賃金率引き下げに伴 う採算曲線と
需要曲線の変化

線を示している｡

賃金切り下げにより,採算曲線は原点側にシフ

トするが,需要曲線も原点側にシフ トするから,

企業の利益は好転するか悪化するかは,それらの

シフ トのかね合に依存する｡ただ,企業の生産点

は一般に Eo★からEl★- とシフトする可能性が

強いから,価格は下落する傾向がある｡賃金切 り

下げ政策は一般にデレフ効果を及ぼすことは明ら

かである｡

逆に,労働組合がよく主張する賃金切 り上げに

ょり,需要を高め景気や雇用を維持するとい うこ

とも同様に説得力のないことがわかる｡賃金の引

き上げにより需要は増大するが,企業に とっても

コス トが上昇し採算を悪化させるから,必ずしも

景気や雇用に好都合な影響を与えないだろう｡た

だ明らかなことは,賃金切 り上げ政策はインフレ

効果を及ぼすことである｡

このように,景気や雇用に対して,ピグ-に代

表される賃金切 り下げ政策も,労働組合が主張す

る賃金切 り上げ政策も,強力な理論的 板 拠 は な

い｡一方の効果のみを主張することは,経済理論

にとって重大な欠陥となる｡この点,ケイソズが

唱道した有効需要創造政策は,疑いもなく景気や

雇用に好影響を与える｡ここに,現実の経済問題

に対する彼の銃い直観力と鋭い洞察力 が 見 出せ

る｡

(読)

(lq この論争の意味をわかりやすい解説書 として,

D.Dillard -̀TIleEconomicsofJohnMa〉11-

ardKeynes''Prilltice-Halllnc･,1948(岡本

訳 ｢J.M.ケインズの経済学｣第 2章,東洋経

折新報社,昭和25年)0

結 .I

従来の市場分析において,欠落していたと思わ

れる個別企業の均衡と,その総計 としての全体的

市場均衡との間の統一的関連性を,等利潤曲線や

生産可能領域の概念を導入することにより考察し

た｡ とくに,企業の等利潤曲線のうち最も重要な

意味をもつ採算曲線と利子均衡曲線を援用して,

市場におけるミクロとマクロとの接点を追求し,
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個別企業の均衡と市場全体の均衡との関係を明確

にした｡

競争的市場においては,市場の採算曲線及び生

産可能領域は,数量規制された多数の個別的生産

者の採算点の集計として導出されるこ とを示 し

た｡また,市場価格を所与として各生産者が行動

するという従来の考え方には,因果関係において

若干の誤謬があることを示唆した｡

企業においては,等利潤曲線は数量一価格平面

上において,無数の右下がりの曲線群として描か

れる｡この等利潤曲線を援用して,独占市場の均

衡を考察した結果,企業の社会環境や戦略的側面

も考慮すると,均衡は極大利潤を示すク-ルノー

の点で確定的に定まるわけではなく,一般には企

業が戦略上あるいは社会上有利と判断するゾーン

に均衡が存在することが示された｡従って,われ

われの分析では市場均衡にある不確実が不可避的

に生じ,従来のクールノ-の分析はわれわれの分

析の特殊な場合にあてはまる｡

寡占市場に対しても,採算曲線と生産可能領域

の概念を応用して,市場における企業の複雑な行

動様式の解明に手がかりを与えた｡この分析によ

り,従来解析不可能であったような問題 に対 し

て,かなり納得のいく説明ができると考え られ

る｡また,独占的競争市場に対して,それが看す

る二重性格を指摘した｡即ち,独占的競争 市 場

は,市場全体として眺めれば完全競争市場的性格

を有するのに反し,地域的観点からは寡占的性格

を有する地域独占の形態である｡

さらに,採算曲線と利子均衡曲線の概念を援用

して,市場均衡に与える経済政策の影響を検討し

た｡有効需要創造政策,課税率変更政策,利子率

変更政策,賃金率変更政策と市場均衡の関連性を

個々に考察し,景気に与える効果や価格や生産数

品に与える影響などを検討した｡この検討におい

て,種々の経済政策が価格に与える影響は,通常

考えられているような単純なものではなく,企業

の生産戦略がどのようなものであるかという問題

にも依存する多次元的側面を有することを示唆し

た ｡

等利潤曲線や生産可能領域の概念を用いて,市

場のミクロとマクロとの接点を追求し,さらに経

済政策が市場均衡に与える影響を検討する本論文

の方法は,確かに従来分析不可能であったような

複雑な市場現象をかなりうまく説明できると考え

られるが,問題点がないわけではない｡とくに,

企業に対する総需要から個別需要への分配が不確

実であるにもかかわらず,それらを所与と仮定せ

ざるをえなかったし,また等利潤曲線や需要曲線

についても,分析に都合のよいような形状を選択

せざるをえなかった｡このような細部にわたる問

題は,今後の検討課題として残されている｡
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